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独立行政法人雇用・能力開発機構の改革案について

≪総括表≫
改革の

括表

○予算、人員、保有資産の徹底したスリム化を進める。（予算半減、人員23％削減）

○総合大の見直しなど、より効率的・効果的な訓練実施体制を構築する。

改革の
考え方

１．事務・事業の見直し等による国からの財政支出の削減

削減額など平成22年度予算 平成23年度～平成21年度

２．組織のスリム化

▲３１２億円（22年度比）８５５億円 ５４３億円１，０７４億円

※ 平成23年度～は、雇用・能力開発機構は廃止し、職業能力開発業務に限定して
高齢・障害者雇用支援機構に移管することとされている。
平成23年度～の数字は 業務移管後の職業能力開発業務に係るもの

削減数など

職員数▲７４４人（22年度比）

平成22年度 平成23年度～

職員数２８４４人

平成21年度

職員数３６８９人 職員数３５８８人

平成23年度～の数字は、業務移管後の職業能力開発業務に係るもの。

職員数 人（22年度比）

３．余剰資産の売却

職業能力開発総合大学校（相模原）の全敷地を売却し 附属校

効果額など

○総合大の全敷地（24万㎡）：簿価１１５億円

職員数 ８ 人職員数３ ８ 人 職員数３５８８人

・職業能力開発総合大学校（相模原）の全敷地を売却し、附属校
のある小平に移転。
・ポリテクセンター等の敷地など、保有資産全体の２割程度を処分。

○総合大の全敷地（24万㎡）：簿価１１５億円
○所有地の約２割（28万㎡）：簿価７３億円
○借地の約２割（50万㎡）：年間借料５億円
○アビリティ・ガーデン：売却額３６億円
○私のしごと館：簿価２６９億円
○国際能力開発支援センター：簿価７７億円

４ 事務 事業の改革４．事務・事業の改革

総合大について、現役指導員に対する再訓練に重点化改革事項



（Ｈ２１予算） （Ｈ２２予算）

約１０７４億円 → 約８５５億円

雇用・能力開発機構の事業の徹底したスリム化による予算半減、人員２３％削減

○予算５４３億円に半減（Ｈ23年度予算）
業務移管 常勤職員の非常勤化等により削減

平

雇用・能力開発機構 高齢・障害・求職者雇用支援機構（仮称）

約１０７４億円 → 約８５５億円
Ｈ２１年度予算より２１９億円削減
人件費、修繕及び管理費、助成金等の削減

職員数３６８９人（Ｈ21） →    職員数３５６０人（Ｈ22）
事務職１６３７人指導員２０５２人 事務職１５２７人指導員２０３３人

業務移管、常勤職員の非常勤化等により削減

○職員２８４４人に２３％削減（Ｈ23年度見込み）
事務職１１７６人 訓練職１６６８人

※事務職は、訓練開拓・指導業務、就職支援業務等を実施

平
成
23
年
度 職業能力開発総合大学校（１所）

移管

職業能力開発総合大学校（１所 ※小平校は附属校）
【相模原校】 Ｈ２１年度 ３８億円 １８２人 Ｈ２２年度 ３２億円 １７５人

事務職９０人 訓練職９２人 事務職８４人 訓練職９１人
【小平校】 Ｈ２１年度 ２０億円 ９９人 Ｈ２２年度 １９億円 ９７人

事務職２３人 訓練職７６人 事務職２１人 訓練職７６人
職業能力開発大学校 職業能力開発短期大学校

度
【相模原校】 ２９億円 １６３人

事務職 ７７人 訓練職 ８６人
【小平校】 １６億円 ７９人

事務職 １６人 訓練職 ６３人

移管

職業能力開発大学校（10所）、職業能力開発短期大学校（1所）
職業能力開発大学校附属短期大学校（12所） （ポリテクカレッジ）
Ｈ２１年度１８１億円９７５人 Ｈ２２年度１５６億円９５１人
事務職２５４人 訓練職７２１人 事務職２３７人 訓練職７１４人 職業能力開発促進センター ２９５億円 １５１３人

（ポ ク タ ） 事務

職業能力開発大学校、職業能力開発短期大学校
職業能力開発大学校附属短期大学校 １３９億円 ８７２人

事務職 ２３１人 訓練職 ６４１人

地域職業訓練センター（83所） Ｈ２１・２２年度１６億円 移管

職業能力開発促進センター（ポリテクセンター） （61所）
Ｈ２１年度４２７億円２１３８人 Ｈ２２年度３５８億円２０６２人
事務職９７５人 訓練職１１６３人 事務職９１０人 訓練職 １１５２人

（ポリテクセンター） 事務職 ６３５人 訓練職 ８７８人

ものづくり分野における職業訓練に加え、 新たに求職
者支援制度に不可欠な「訓練開拓・指導業務」を実施

都道府県（希望し受入条件が整う都道府県）

私のしごと館（１所） Ｈ２１年度 １０億円 Ｈ２２年度 １億円
（運営委託費及び維持管理費） （Ｈ２２年廃止予定）

地域職業訓練センタ （83所） Ｈ２１・２２年度１６億円

コンピュータカレッジ（12所） （訓練機器借料、土地借料等）

地方自治体（希望し受入条件が整う自治体）

労働局雇用管理に関する相談・事業主への助成等の業務

廃止
アビリティガーデン（１所） （Ｈ２０年度末廃止済み）

国際能力開発支援センター（１所） Ｈ２１・２２年度 ３億円
（維持管理費） （Ｈ２２年廃止予定）

労働局雇用管理に関する相談 事業主への助成等の業務
Ｈ２１年度 １９７億円（助成金１９４億円） Ｈ２２年度 １３７億円（助成金１３５億円）

勤労者退職金共済機構勤労者財産形成促進業務 Ｈ２１・２２年度 ５億円

移管

移管※その他は、人員の本部職員Ｈ２１年度２９５人、Ｈ２２年度２７５人及び予算Ｈ２１年度１７７
億円、Ｈ２２年度１２９億円の本部経費及び委託訓練経費である。



新 体 制

国の責任において行う求職者支援制度における訓練開拓・指導業務、ものづくり訓練を確実に実施する体制

①求職者支援制度における訓練開拓・指導業務
民主党マニフェストで「月額10万円の手当つき職業訓練制度により、求職者を支援する」とされる求職者支援制度は、鳩山政権の雇用対策の

目玉であり、次期通常国会に法案を提出して平成２３年度から実施予定。
これを機能させるためには、全国ネットワークの下で、求職者等に対する職業訓練を質量ともに確保するため、訓練実施機関や訓練

を開拓 就職 必要となる訓練カ キ ム 作成 強力 指導する とを国 責任 行う とが必要
業
務 コースを開拓し、就職に必要となる訓練カリキュラムの作成について強力に指導することを国の責任で行うことが必要。

②ものづくり訓練
民主党政策集INDEX2009において「時代にあった公共職業訓練の充実」及び「より高度で実践的な職業能力を有する人材育成のための

職業訓練校の展開」が盛り込まれている。

務

職業訓練校の展開」が盛り込まれている。
ものづくり産業における中小企業等の中核となる人材を育成するものづくり訓練は、我が国経済の基盤強化に不可欠であり、全国

ネットワークの下で、スケールメリットを活かした訓練設備の配置や訓練指導員の養成を行うことが必要。

雇用・能力開発機構を廃止し、求職者支援制度における訓練開拓・指導業務、ものづくり訓練に限定して、高齢・障害者雇用支援機
構に移管。【高齢・障害・求職者雇用支援機構 （略称「雇用支援機構」）】 （仮称）

業務を限定して移管

理
念

①天下りの排除 （現在、公務員ＯＢ役員３人。22年2月の役員改選時に公募に切り替え）
②外部委託は全て一般競争入札（最低価格落札方式）とし、透明性を確保

雇用支援機構の５原則による無駄の徹底した排除

念 ③各事業の数値目標を公表
④移管の際に改めて採用試験を行い、希望、意欲及び能力のある職員を高齢・障害者雇用支援機構に採用し、職員が不足する場合は公募
⑤本部事務所の移転による本部統合効果の実現

予算の削減効果

※ 雇用促進住宅を、その譲渡・廃止までの間、暫定的に運営（家賃収入で運営し、国費は入らない）

○平成21年度予算1074億円、平成22年度予算要求（10月15日時点）953億円 → 更なる見直しで855億円に削減
○平成23年度に、雇用能力開発機構に係る業務を雇用支援機構（略称）へ移管する際には、平成21年度予算１０７４億円を半減し、５４３億円

予算の削減効果



・職業能力開発総合大学校の全敷地を売却し 小平に移転

効果額など

○総合大の全敷地（24万㎡）：簿価１１５億円
○所有地の約２割（28万㎡）：簿価７３億円

余剰資産の売却

・職業能力開発総合大学校の全敷地を売却し、小平に移転。
・ポリテクセンター等の敷地など、保有資産全体の２割程度を
処分。

○所有地の約２割（28万㎡）：簿価７３億円
○借地の約２割（50万㎡）：年間借料５億円
○アビリティガーデン：売却額３６億円
○私のしごと館：簿価２６９億円
○国際能力開発支援センター：簿価７７億円

≪具体的な内容≫

① 職業能力開発総合大学校について、事業
仕分けの際に売却を公表した敷地（約3 6万仕分けの際に売却を公表した敷地（約3.6万
㎡）に加え、総合大移転（附属校のある小平
（約4万㎡）への集約）に伴い、全敷地（約24
万㎡）を売却予定

② 更に、ポリテクセンター等についても、敷
地の利用状況の精査とともに、建物等の集
約化による効率化の検討を進め、駐車場、

≪具体的な効果≫

○ 売却益の国庫返納
資産 縮 営経費 削減

約化による効率化の検討を進め、駐車場、
外周部分の敷地等を中心に、全体の２割程
度（約78万㎡）を処分予定。（所有地の約2割
（28万㎡）、借地の約2割（50万㎡））

○ 資産の圧縮、運営経費の削減に
よるスリム化

③ 既に売買契約を締結したアビリティ・ガー
デンのほか、「私のしごと館」（本年3月廃止
済）、「国際能力開発支援センター」（本年中済）、 国際能力開発支援センタ 」（本年中
に廃止）についても、今後、速やかに、一般
競争による売却手続に移行する予定



事務・事業の改革

総合大について 現役指導員に対する再訓練に重点化改革事項

・ 現在、総合大においては、①高校卒業者等を対象とした４年間の「指導員養成訓練」（１学年の定員120名）、
②現役指導員のスキルア プ等のための「再訓練」を実施

課題、改革の背景

総合大について、現役指導員に対する再訓練に重点化改革事項

②現役指導員のスキルアップ等のための「再訓練」を実施。
・ このうち、「指導員養成訓練」については、指導員としての就職率（約４割）や、コスト・パフォーマンス（学生１人当たりの
年間コスト：３６８万円）の改善が課題。

・ 課題を踏まえた対応として、工業系大学卒業者や民間企業出身者等を広く指導員に登用することを検討中。
・ 他方 こうした幅広い人材の資質向上や 産業構造の転換に対応した質の高い訓練の実施を可能とするため 現役指他方、こうした幅広い人材の資質向上や、産業構造の転換に対応した質の高い訓練の実施を可能とするため、現役指
導員に対する再訓練は重要性を増している。

① プ

改革の方向性

再訓練により、現役指導員について、①最先端技術の習得や専門分野におけるレベルアップ、
②産業構造の変化、訓練科の統廃合に対応するための指導科目の追加・転換、
③キャリア・コンサルティング、就職支援を含めた指導能力の向上を図り、職業訓練の質を向上させる。

具体的な再訓練の実施方法として、例えば、次のようなものが考えられる。
・ 毎年度、現役指導員全員を対象に、頻度を高めて３日程度の再訓練を年２回程度実施。
・ これにより 専門分野について 不断のスキルアップを図るとともに 数回に一度は 指導技法の向上のための再訓練に

実施方法案

これにより、専門分野について、不断のスキルアップを図るとともに、数回に 度は、指導技法の向上のための再訓練に
充て、職業訓練指導員の質をトータルに向上。

・ このほか、半年～１年程度の再訓練についても、コースを多様化するなど充実させ、PDCAサイクルによる訓練科の統廃合
に対応できる職業訓練指導員を育成。

※ 総合大の予算については 今年度（約32億円）と 再訓練への重点化が平年度化（現在在籍している指導員養成訓練の受講生が※ 総合大の予算については、今年度（約32億円）と、再訓練への重点化が平年度化（現在在籍している指導員養成訓練の受講生が
卒業）する26年度を比べると、おおむね半減（約17億円の減）することが見込まれる。

＜参考＞現在行っている再訓練
毎年度、現役指導員の約1/3を対象に、短期間（２日～10日程度）の訓練を中心としつつ、半年～１年程度の訓練を組み合わせて実施。


